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米国デジタル公共図書館（DPLA）の
過去・現在・未来
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1．はじめに
　米国デジタル公共図書館（Digital Public Library 
of America: DPLA）とは、米国各地の図書館・博物
館・文書館等が有するデジタルコンテンツのメタデー
タを集約し、制約なく市民に提供する一大事業であ
る。各地域に建造物として存在する物理的な「公共
図書館（public library）」ではない。類似事業の欧州
の Europeana（CA1785 参照）と同様、既に日本に
おいても多数紹介がなされ（E1429、E1235、E1164、
E1105 参照）、実際に DPLA のイベントに参加した事
例の報告もある（1）。
　DPLA のような、大量かつ分散する情報を一元
的にコントロールしようとする壮大な試みは、例え
ば、古くはオトレらの『世界書誌目録』から、近時の
Google やディスカバリサービスに至るまで多数挙げ
られ、歴史は繰り返されていくのかもしれない。本稿
では、その試みのうちの一つとして、昨今さまざまな
活動を展開している DPLA について、これまであま
り触れられていない点を中心に、批判的な見解も含め
て、過去・現在・未来について簡単に整理したい。な
お、特に現在・未来の記述については、主に 2015 か
ら 2017 年を対象とした「戦略計画」（2）（E1646 参照）
に拠ることとし、逐一の参照は避けることとした。

2．過去
　まだ揺籃期ではあるだろうが、DPLA のこれまで
の動向（3）を時系列順に整理してみよう（表 1）。

動向レビュー

　構想段階からポータルサイト公開までは約 2 年半に
過ぎず、比較的早いスピードで事業が展開されてきた
といえる。ポータルサイトでは、通常の文字列による
検索以外にも、地図検索やタイムライン検索が提供さ
れており、公開時の反応は上々だったようである。米
国の TIME 誌が選ぶ 2013 年のウェブサイトトップ 50
に選出されてもいる（4）。
　しかし、少なくとも公開前には、何を目指している
のか、どのように実現するのか等が不明瞭であるとの
懐疑的な見解も多数あったようである（5）。公開時には、
市民というより、図書館員に向けて事業が展開されて
いる感が強いとのコメントも見受けられた（6）。また、
各公共図書館の存在意義を減じることにつながらない
か、あるいは、Google Books、Internet Archive、プ
ロジェクトグーテンベルクなど既にあるサービスと重
複していないか、といった懸念も生じている（7）。
　他方、「公共図書館」の呼称もまた議論を呼び、名
称変更の要望書も出されていた（8）。しかし、コミュニ
ティ形成の場としての、あるいは、情報・技術格差を
是正する社会制度としての公共図書館の役割すべてを
DPLA が代替できるものではないという認識は、運
営者側も十分に承知していた（9）。DPLA 側はむしろ、
個別の公共図書館や大学図書館とは相互補完的な関係
にあると答えてきた（10）。具体的な対応として、公共図
書館との結びつきを強めるために、DPLA の運営委員
会に公共図書館からのメンバーが加えられてきた（11）。
おそらく、後述する電子書籍への対応等の動きも、公
共図書館側のニーズを強く意識したものであろう。

3．現在
　このように、必ずしも順風満帆な船出だったとまで
はいえない DPLA だが、現状はどこまで成長を遂げ
たのだろうか。

3.1  コレクション
　DPLA のウェブサイト（12）で確認する限り（2015 年
6 月 10 日時点）、メタデータ件数は 1,000 万件を超え、
連携しているハブの数は 33（「サービスハブ」17、 

「コンテンツハブ」16）、機関単位では各ハブの参加
館を含めた約 2,000 機関と連携している。「戦略計
画」からわかる参加機関の内訳を見ると、公共図書
館 23%、大学図書館 22％、歴史資料館 11％、博物館
11％、文書館 7％、その他 26％（2014 年 4 月時点）
となっており、公共図書館が最も多い。なお、DPLA
への参加後、アクセス数が 2 倍程度に増加した機関も
あったという（13）。
　メタデータを効率的に集約するため、DPLA は二
つの収集ルートを想定している。一つは、「サービス＊電子情報部電子情報サービス課

表 1　DPLA の動向
年 月 内　　容

2010 10 非公式カンファレンス（ハーバード大学）で
「全米デジタル図書館」構想発表

2010 12 DPLA 構築へ向け、ハーバード大学バーク
マンセンターに事務局開設

2011 10 初の総会開催
2012 8 システム開発の調達開始

2013 4
NPO 法人として認可
ポータルサイトの公開

2015 1 3 か年の「戦略計画」発表
2015 4 DPLAfest2015 の開催（2 回目）
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タ 仕 様（Metadata Application Profile: MAP） は、
Europeana の標準メタデータ仕様 EDM をモデルとし
て開発された。また、標準技術やオープンソースソフ
トウェアを可能な限り採用するとともに、ソースコー
ド等は GitHub で公開されている。メタデータは、検
索画面からだけでなく、ウェブ API を介しても提供
されている。（返戻データの形式は JSON-LD）（20）。
既に 1,000 件以上の利用申し込みがあったという。メ
タデータの利活用を促すため、開発者を対象として、
ハッカソン、各種講演等のアウトリーチ活動も精力的
に行っているようである。なお、ウェブ API に加えて、
全件データの圧縮ファイルでもメタデータを提供して
おり、利用に当たって特段の認証・申請は不要とされ
ている（21）。

3.3  資金源
　これらの多様な活動は、多くの外部資金源に支えら
れている。「戦略計画」の記載をもとに、主な助成金
を表にまとめた（表 2）。

表 2　DPLA への助成金

助成機関 年 金額
（万ドル） 主な用途

Sloan 財団
Arcadia 基金 2011 500 構築支援

NEH 2012 100 構築支援
IMLS 2012 25 構築支援
Knight 財団 2012 100 構築支援
Gates 財団 2013 100 図書館員向け研修
Mellon 財団 2014 59 体制強化

Whiting 財団 2014 8 教育コンテンツの
充実

IMLS 2015 10 ハブ拡大
NEH 2015 25 ハブ拡大

4．未来
4.1  コレクションの拡大
　「戦略計画」では、「サービスハブ」の完備が最優先
であると明言されている。2017 年までに、全米 50 州
及びコロンビア特別区すべてをカバーすることが目
標だという（年に 10 から 12 のハブ追加の計画（22））。

「コンテンツハブ」は補完的な位置づけである。な
お、「サービスハブ」が存在しない州のデジタルアー
カイブで、コンテンツ数が 20 万に満たない機関は、
DPLA との連携ルートができない。しかし、連携機
関の追加作業は労働集約的であるため、限られた人員
のもとでは、要件を緩和することは当面ないという。
むしろ、各州に存在する大規模なデジタルアーカイブ
をサービスハブとして育てていく方向性を模索してい

ハブ」（州単位で複数機関のデータを集約している連
携先）からの収集である（例：ミネソタ州、ジョージ
ア州）（14）。「サービスハブ」になるには、DPLA 参加
時のデータ投入件数が 5 万件以上であることが要件
となっている。「サービスハブ」のホスト機関は、参
加機関の取りまとめ役、DPLA との窓口役を果たす。
DPLA としては、既に集約済のデータを収集するこ
とができ、また、各地域でのイベント開催等を展開す
るにあたり、欠かせない「ハブ」ができる。
　もう一つは、「コンテンツハブ」（大規模リポジトリ
で、DPLA と直接データ連携する）からの収集であ
る（例：ハーバード大学図書館、HathiTrust（CA1760
参照）、Internet Archive）（15）。地域ベースでなく、
主題別やメディア別に構築されていて、単一の機関か
らなる場合もあれば、複数機関のコレクションを集約
したものもある。コンテンツハブとなるには、DPLA
参加時のデータ投入件数が 20 万件以上であることが
要件である（DPLA のポータルサイト公開時は 25 万
件以上）。DPLA としては、まとまった数のデータを
効率よく収集することができる。
　しかし、一口にメタデータの収集といっても、連
携の実現には DPLA と参加機関双方に作業負担が伴
う。参加機関向けの解説によれば（16）、連携に伴う作
業は年 2 回行われている。例えば、1 月に申込みを締
切り、2 月に可否を通知、3 月にデータ交換覚書を取
り交わし（メタデータはオープンライセンスの元で自
由配布される等）、4 月に登録を開始し、7 月に登録を
完了させるという流れである。メタデータのフォーマッ
ト（DC や MODS）、収集方式（OAI-PMH）はともに
標準仕様を推奨しているが、実際には独自仕様の機関
も多く、作業は必ずしも容易でない。例えば「サービ
スハブ」であるノースカロライナ州デジタル遺産セン
ターにおいても、参加機関すべてが OAI-PMH 方式で
データ出力しているわけではないと報告されている（17）。
なお、DPLA で収集・加工したデータを、データ提
供元にフィードバックすることは、提供元での再マッ
ピングや版管理の問題があり、現状では行われていな
い（18）。

3.2  システム
　システムアーキテクチャについても触れておこう。
フロントの主要部分や内部 API は Ruby on Rails、
データベースは CouchDB/PostgreSQL、検索エン
ジンは Elasticsearch、登録システムは Python ベー
スで構築されている（19）。国内の参加機関だけでな
く、Europeana やオーストラリアの Trove、ニュー
ジーランドの DigitalNZ など国外の類縁機関との技術
的な情報共有も進められている。DPLA のメタデー
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ると思われる。
　コレクション構築の方針としては、量よりも質を重
視するという。多様な資料を対象とするが、ウェブペー
ジや画像投稿サイト、デジタル化した新聞、研究デー
タセットなどは対象とされていない。
　一方、電子書籍については、公共図書館での普及が
進んでいることもあり、より重きを置いているよう
だ。電子書籍は、ライセンス契約が一般的であり、州
によっては州単位での購入を検討する動きもあるよう
だが、契約交渉にまで DPLA が介入することは難し
いだろう。DPLA は、「公共図書館」として、電子書
籍を一般市民に広く提供する役割を担うと主張してい
る。実際には、既に 200 万件の電子書籍が検索対象と
なっているものの、ニューヨーク公共図書館等と協力
して、3 か年のプロジェクトで、全米規模の電子書籍
プラットフォーム構築のために必要な経営資源・技術
は何か、公共図書館が DPLA を電子書籍購入時のプ
ラットフォームとして利用することが可能か、出版者
との良好な関係の構築は可能か、といった課題につい
て検討する予定だという（23）。
　また、学術情報についても、コレクション構築の対
象範囲に含める計画のようである。既に、北米研究
図書館協会（ARL）、米国大学協会（AAU）、公立ラ
ンドグラント大学協会（APLU）の共同プロジェクト
“SHared Access Research Ecosystem: SHARE” とは
協力関係にあるという。機関リポジトリについても、
対象範囲に含めることが検討されている。

4.2  拡張性の高いシステム
　システム面では、より堅牢かつ柔軟で拡張性のある
アーキテクチャに変えていくことが最重要課題とし
て挙げられている。公開時には専任の技術スタッフ
はいなかったが、3 名の開発者及び技術専門のマネー
ジャーを採用し、外部コンサルタントに依存していた
体制を変えつつある。自前で、新たにメタデータ登録
管理システムを開発し、数年の内には各ハブでも利用
可能なメタデータ収集ツールキットが開発される予定
である。ResoureSync（CA1845 参照）には未対応だが、
ツールキットに組み込むこともありうるとの記述も見
られる（24）。また、メタデータ形式も、MAP をバージョ
ン 4 に改訂し、RDF、Linked Open Data への対応を
図っている（25）。なお、これまでのメタデータ収集だ
けでなく、デジタル化コンテンツの保管サービスも視
野に入れているという。

4.3  持続性の担保
　これら新たな活動の持続性を担保するため、助成団
体、企業、篤志家など、より多様な資金源を獲得する

ことが目指されている。また、運営組織を小規模にと
どめておくことも、事業の持続性にとっては重要だと
考えられている。「戦略計画」策定時点でも、経理等
は外注していることもあり、常勤のスタッフは、技術
スタッフを含めて 11 名に過ぎない。とはいえ、この
先 2、3 年にわたりプロジェクトをより進展させるた
めには、システム開発とコンテンツ収集について、そ
れぞれ 3、4 名の増員が必要だという。予算は 2014 年
度が 150 万ドル、2015 年度で 200 万ドル、2017 年度
は 300 から 350 万ドルの見込みと報告されている。な
お、米国博物館・図書館サービス機構（Institute of 
Museum and Library Services: IMLS） や 全 米 人 文
科学基金（National Endowment for the Humanities: 
NEH）からの助成は受けてきたが、それ以外の政府
関連機関からの助成の見込みは不明であるという。

4.4  活動範囲の多様化
　また、より広い利用を促すためにアウトリーチ活動
の継続が欠かせないとされている。米国議会図書館

（LC）のアメリカン・メモリーも授業での利活用が促
されてきたが（CA1243 参照）、同様に DPLA も、特
に教育の場での利活用を重点領域としている。コンテ
ンツの教育利用に関する調査も実施されており、例え
ば、K-12（幼稚園から高校までの 13 年間）のニーズ
を満たす教材を教師等と協同で作成すること、編集可
能なツールを提供し、アプリ開発等を促すことなどが
報告書で提言されている（26）。
　おそらくこの他にも、「戦略計画」に記載のない活
動に DPLA は柔軟に取り組んでいくであろう。例え
ば、総会に該当するイベントである DPLAFest2015
では、次のようなプロジェクトが紹介されている（27）。
・ 	教育・教養番組を提供する公共放送サービス

（Public Broadcasting Service: PBS）との協力
・ 	米国教育省が立ち上げた、教育コンテンツのオー

プン化を進める Learning Registry へのデータ提供
・ 	HathiTrust との協同による電子書籍のオープン化

の推進
・ 	スタンフォード大学、DuraSpace との協同による

リポジトリソフト Hydra の改修

5．おわりに
　DPLA は、その名のとおり米国の人々を対象と
したポータルであるのみならず、国際的なプラット
フォームとなりうるのかもしれない。確かにその構想
は、着々と実現されている。特に、電子書籍対応や教
育面での利活用促進など、今後の展開には目が離せ
ない。とはいえ、米国図書館協会（ALA）や OCLC
との協力関係が明示的に見られない点は興味深い（28）。
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DPLA は重要なパートナーだと ALA 側は述べている
ものの、具体的な関係は不明なままである（29）。また、
LC が提供するアメリカン・メモリーとの関係も定か
でない。「サービスハブ」経由でデータは検索対象と
なっているが、直接データを提供しているわけではな
いようである。また、DPLA の最終的なかたちが不
明であるとの指摘（30）、さらに、DPLA が本当に求め
られているのかという問いかけ（31）には、まだ明確に
答えられてはいないのではないか。
　翻って日本を見ると、類似サービスとして、国立
国会図書館サーチ（NDL サーチ）などが挙げられる。
収録するメタデータ件数や収録範囲という点で見る
と、NDL サーチは DPLA に引けを取らない。むしろ、
機関リポジトリを含む学術情報を既に対象としている
点など、DPLA に先行している部分も多い。ただし、
多様なデジタルアーカイブを対象とした全国規模の協
力ネットワークを構築するアプローチなどについて
は、DPLA から学ぶべき点は大いにある。対話の開
始は双方にとって有益となろう。
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